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増減率増減25/9期3Q24/9期3Q
6.9%4116,3675,955売上⾼
26.4%67324256営業利益
22.0%52292239経常利益

-0.6pt4.6%4.0％(経常利益率)
▲38.6%▲132210342親会社株主に帰属する当期純利益

2

連結損益計算書(前年同期⽐較)
百万円(百万円未満切り捨て)

●⾦及び銅の相場上昇により売上⾼は増収、営業利益・経常利益は増益。
●純利益は24/9期に補助⾦等の特別利益244百万円を計上したことで前年同期⽐で減益。

■売上⾼ ■経常利益 ■親会社株主に帰属する当期純利益■営業利益

5,955 6,367 

24/9 3Q実績 25/9 3Q累計

256 
324 

24/9 3Q実績 25/9 3Q累計

239 
292 

24/9 3Q実績 25/9 3Q累計

342 
210 

24/9 3Q実績 25/9 3Q累計

▲38.6%
6.9%

26.4% 22.0%
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連結損益計算書(業績予想⽐較)
百万円(百万円未満切り捨て) 進捗率25/9期3Q業績予想

69.0%6,3679,230売上⾼
73.6%324440営業利益
100.8%292290経常利益

-4.6%3.1%(経常利益率)
95.5%210220親会社株主に帰属する当期純利益

●売上⾼及び営業利益は業績予想⽐で順調に進捗。
●経常利益及び純利益は保険解約に伴う営業外収益計上により進捗率が向上。

7,967 9,230 
6,367 

24/9 実績 業績予想 25/9 3Q累計

293
440 

324 

24/9 実績 業績予想 25/9 3Q累計

266 290 292 

24/9 実績 業績予想 25/9 3Q累計

371

220 210 

24/9 実績 業績予想 25/9 3Q累計

■売上⾼ ■経常利益 ■親会社株主に帰属する当期純利益■営業利益

進捗率
69.0%

進捗率
73.6%

進捗率
100.8%

進捗率
95.5%
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貴⾦属
事業

環境事業

システム
事業

＋ ⾦を中⼼とした貴⾦属相場の上昇
± 間接部⾨の経費負担の増加により、

セグメント利益は前期⽐減益

＋主要製品(塩化第⼆鉄液)の
販売量増加

＋銅相場上昇による販売単価上昇

＋ 品質管理システムの売上増加

※各セグメントの売上⾼については
セグメント間取引を含んでおります

百万円(百万円未満切り捨て)

増減25/9期
3Q

24/9期
3Q

3405,2994,959売上⾼ 6.9%
▲12 176189セグメント利益 ▲6.6%

増減25/9期
3Q

24/9期
3Q

21902882売上⾼ 2.4%
7 6658セグメント利益 12.9%

増減25/9期
3Q

24/9期
3Q

50151101売上⾼ 49.7%
53 19▲34セグメント利益 ー

各セグメント別実績
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連結貸借対照表

●LiB再⽣事業に係る設備投資資⾦の調達により、流動資産、固定負債が増加。
●LiB再⽣事業に係る設備は稼働開始まで建設仮勘定として計上。

24年9⽉末
(A)

25年6⽉末
(B)

増減
(B-A)

資産合計 8,543 13,396 4,852  LiB再⽣事業の資⾦調達により資産増加
流動資産合計 3,724 7,596 3,872  現預⾦、棚卸資産の増加
固定資産合計 4,819 5,800 980

有形固定資産 4,282 5,438 1,156  建設仮勘定（LiB再⽣事業）の増加
無形固定資産 77 58 ▲ 18
その他 460 303 ▲ 156 保険の解約に伴う減少

負債合計 3,894 8,579 4,685
流動負債 1,910 2,721 811  借⼊⾦地⾦の増加
固定負債 1,983 5,857 3,874  ⻑期借⼊⾦の増加

純資産合計 4,649 4,817 167

⾃⼰資本⽐率 53.96 35.66 ▲18.30
D/Eレシオ（負債資本倍率） 0.42 1.16 0.74

要因

 有利⼦負債による総資本増加で
 ⾃⼰資本⽐率低下、D/Eレシオ上昇

百万円(百万円未満切り捨て)
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トピックス︓LiB再⽣事業の設備投資増額

6copyright@Asaka Riken Co.,Ltd.

設備投資
総額95億円

26年10⽉
試験稼働

28年４⽉
量産稼働

量産稼働
安定化フェーズ

量産稼働
安定化フェーズ

サンプル品
製造フェーズ
サンプル品

製造フェーズ 投資回収フェーズ投資回収フェーズ LiB

再
⽣
事
業
で
の

獲
得
キ
ャ
ッ
シ
ュ(

累
計)

投資回収完了⾒込み時期投資回収完了⾒込み時期

従来計画 最新計画

70億円 95億円
機
械
設
備

建
物

機
械
設
備

建
物

27年度 28年度 33年度 34年度 35年度29年度

投資総額投資総額

◎より安定した⼯場の稼働を実現
◎⽣産効率向上に伴い投資回収は従来計画から遅れなし

事業への総投資額を95億円に確定(2025年5⽉)

増加分の25億円で⽣産⽤の機械設備を増強

補助⾦収⼊

事業収益

継続的に利益を確保

◎⽣産効率および⼯場の処理能⼒が⼤幅に向上
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ロードマップ

7copyright@Asaka Riken Co.,Ltd.

2026年~2034年

2019年 LiB再⽣事業参⼊

〇研究開発が⼤幅に進捗
累計50件以上の特許申請

〇事業領域の整備が進み
市場競争⼒を獲得

1st Step Next Step3rd Step2nd Step

2023年〜2025年2013年〜2022年

〜2035年
LiB事業の投資回収完了

〇レアメタル事業の集⼤成
LiB事業へ参⼊

〇溶媒抽出など独⾃技術を
派⽣させる

2023年 レアメタル回収率
⼤幅向上に成功

2023年 環境を負荷低減した
プロセスの開発成功

2024年 電池メーカーとの提携

2026年10⽉
いわき⼯場試験稼働開始
認証⽤サンプル⽣産開始

2035年〜
使⽤済LiBリサイクル
処理量の拡⼤

2028年4⽉
いわき⼯場量産稼働開始

2035年〜

〇量産稼働を開始
⾼品質な原料を供給

〇循環型社会実現に向け
LiB to LiB がスタート

〇リサイクル処理能⼒の
⼤幅向上を⽬指す

〇LiB⼯程廃材と使⽤済LiB
リサイクルの両⽴

レアメタルの需要拡⼤
資源枯渇懸念が強まる

LiBリサイクル関連の
環境規制の強化

EV市場の拡⼤加速
LiB⼯程廃材の増加

使⽤済LiB発⽣量増加
リサイクル需要の拡⼤

2013年 レアメタル事業参⼊
基礎研究を開始
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Appendix
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9

主⼒製品相場推移

⾦相場

銅相場

ー 円/g
ー $/toz

ー 円/kg
ー $/ton

(円/kg) ($/ton)

($/toz)(円/g)
2025年9⽉期 範囲

出所︓⼀般社団法⼈⽇本電線⼯業会
https://www.jcma2.jp/toukei/dou/index.html

出所︓⽥中貴⾦属⼯業株式会社
https://gold.tanaka.co.jp/commodity/souba/m-gold.php
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免責事項
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 本書には、当社および当社グループに関連する⾒通し、将来に関する計画、経営⽬標などが記載
されています。これらの将来の⾒通しに関する記述は将来の事象や動向に関する現時点での仮定
に基づくものであり、当該仮定が必ずしも正確であるという保証はありません。様々な要因によ
り、実際の業績が本書の記載と著しく異なる可能性があります。

 別段の記載がない限り、本書に記載されている財務データは⽇本において⼀般に認められる会計
原則に従って表⽰されています。既に⾏っております今後の⾒通しに関する発表につき、開⽰規
則により求められる場合を除き、必ずしも修正するとは限りません。

 本書はいかなる有価証券の取得の申込みの勧誘、売付けの申込み⼜は買付の申込みの勧誘（以下
「勧誘⾏為」という）を構成するものでも、勧誘⾏為を⾏うためのものでもなく、いかなる契約、
義務の根拠となり得るものでもありません。




